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問 合 せ 先 責 任 者  取締役常務執行役員経営システム本部長 赤堀 寛人  TEL (03)3355-1111 

決算取締役会開催日  平成１８年５月１０日   中間配当制度の有無  有 

配当支払開始予定日  平成１８年６月２９日   定時株主総会開催日  平成１８年６月２８日 
単元株制度採用の有無 有（１単元 100株） 
 

１．１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）   

(1) 経営成績              （注）本決算短信中の金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

18年3月期 

17年3月期 

百万円   ％

  22,571   （   12.0）

20,144    （   8.2）

百万円   ％

888    （  36.5）

651    （△12.4）

百万円   ％

1,074    （  52.8）

703    （ △1.2）

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

18年3月期 

17年3月期 

百万円   ％ 

667    （  82.6） 

365    （ △5.6） 

円  銭

67.16  

38.22  

円  銭

65.57  

37.37  

％

5.4  

3.1  

％ 

6.2   

4.2   

％

4.8  

3.5  

(注)①期中平均株式数      18年3月期  9,610,304株   17年3月期  9,100,121株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

18年3月期 

17年3月期 

円  銭

24.00  

25.00  

円  銭 

 12.00   

10.00   

円  銭

12.00  

15.00  

百万円

236      

229      

％ 

35.7   

65.4   

％

1.8  

1.9  

(注) ①17年3月期期末配当金の内訳 普通配当 10円00銭 東京証券取引所市場第一部上場記念配当 5円00銭 

   ②17年3月期において１株当たり15円00銭の中間配当を実施しておりますが、17年3月期の１株当たり年間配当

金につきましては、平成16年11月19日付で１株を1.5株に株式分割いたしましたため、分割後の１株当たり

配当金を記載しております。 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

18年3月期 

17年3月期 

百万円 

18,084       

16,302       

百万円

12,852      

11,847      

％ 

71.1   

72.7   

円   銭

1,296.37     

1,284.26     

(注)①期末発行済株式数   18年3月期   9,897,400株   17年3月期   9,211,400株 

②期末自己株式数    18年3月期      25,400株   17年3月期     24,400株 

 

２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

11,800       

24,600       

百万円

530      

1,160      

百万円

320      

690      

円 銭

12.00 

――― 

円 銭 

――― 

   12.00 

円 銭

――― 

   24.00

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  69円72銭 

 
※ 上記見通しには、主要市場における製品・部品の需給動向（日本及び欧米・アジア諸国等）、為替相場、株式市況等

に不透明な面があり、実際の業績は見通しと異なる場合があり得ることをあらかじめご承知おきください。 
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７. 個 別 財 務 諸 表 等 

(1) 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

前  期 

（平成 17年3月31日現在） 

当  期 

（平成 18年3月31日現在） 
増 減 
（△印減） 

            期  別

  

 

 科  目           

  

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額

 ％  ％ 

（ 資 産 の 部）      

Ⅰ 流動資産  12,430 76.2 14,572 80.6 2,142

1. 現金及び預金  3,819 2,655  △1,164

2. 受取手形  1,454 2,111  657

3. 売掛金  4,446 5,961  1,515

4. 有価証券  － 551  551

5. たな卸資産  2,362 2,769  407

6. 通貨スワップ  27 23  △        4

7. 繰延税金資産  181 204  23

8. その他  158 321  163

貸倒引当金  △    17 △    23  △        6

    

Ⅱ 固定資産  3,872 23.8 3,512 19.4 △  360

1. 有形固定資産  768 4.7 760 4.2 △      8

(1) 建物  63 58  △      5

(2) 工具器具備品  182 183  1

(3) 土地  501 500  △       1

(4) その他  22 19  △      3

    

2. 無形固定資産  105 0.7 67 0.4 △      38

    

3. 投資その他の資産  2,999 18.4 2,685 14.8 △    314

(1) 投資有価証券  1,535 1,546  11

(2) 繰延税金資産  514 516  2

(3) その他  1,035 700  △    335

 貸倒引当金  △    85 △    77  8

    

資 産 合 計  16,302 100.0 18,084 100.0 1,782
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（単位：百万円） 

前  期 

（平成 17年3月31日現在） 

当  期 

（平成 18年3月31日現在） 
増 減 
（△印減） 

            期  別  

 

 科  目             金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額

 ％  ％ 

（ 負 債 の 部）      

Ⅰ 流動負債  3,758 23.0 4,469 24.7 711

1. 支払手形  654 822   168

2. 買掛金  1,841 2,571   730

3. 短期借入金  435 －  △    435

4. 未払法人税等  223 425  202

5. 繰延ヘッジ利益  27 －  △     27

6. 賞与引当金  285 314  29

7. その他  293 337  44

    

Ⅱ 固定負債  697 4.3 763 4.2 66

1. 退職給付引当金  490 568  78

2. 役員退職慰労引当金  193 179  △     14

3. その他  14 16       2

    

負 債 合 計  4,455 27.3 5,232 28.9 777

     

 （ 資 本 の 部 ）    

Ⅰ 資本金  826 5.1 1,123 6.2 297

Ⅱ 資本剰余金  789 4.8 1,085 6.0 296

1. 資本準備金  789 1,085  296

Ⅲ 利益剰余金  9,947 61.0 10,341 57.2 394

1. 利益準備金  199 199  －

2. 任意積立金  9,595 9,195  △    400

3. 当期未処分利益  153 947  794

Ⅳ その他有価証券評価差額金  301 1.9 320 1.8     19

Ⅴ 自己株式  △    16 △   0.1 △    17 △   0.1 △        1

資 本 合 計  11,847 72.7 12,852 71.1 1.005

負 債 ・ 資 本 合 計  16,302 100.0 18,084 100.0 1,782
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(2) 損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 

前  期 当  期 増  減 

( 
自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日 ) (
自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日 ) （△印増減） 

            期  別

  

 

 

 科  目            金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 増 減 率

 ％ ％ ％

Ⅰ 売上高  20,144 100.0 22,571 100.0 2,427  12.0

Ⅱ 売上原価  15,754 78.2 17,855 79.1 2,101 13.3

売上総利益  4,390 21.8 4,716 20.9     326  7.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,739 18.6 3,828 17.0 89 2.4

営業利益  651 3.2 888 3.9         237 36.5

    

Ⅳ 営業外収益  128 0.7 285 1.3 157 122.4

  受取利息  7 6  △        1

  受取配当金  10 68  58

  為替差益  87 194  107

  受取保険金  9 1  △        8

  その他  15 16  1

     

Ⅴ 営業外費用  76 0.4 99 0.4 23 30.6

 支払利息  15 10  △    5

 商品廃棄損  50 66  16

 支払手数料  － 11  11

 その他  11 12       1

経常利益  703 3.5 1,074 4.8 371   52.8

    

Ⅵ 特別利益  241 1.2 399 1.8 158 65.8

  貸倒引当金戻入益  11 4  △        7

  投資有価証券売却益  230 395  165

     

Ⅶ 特別損失  270 1.4 241 1.1 △   29 △10.9

  固定資産除却損  16 9  △    7

  固定資産売却損  － 5  5

  投資有価証券売却損  － 2  2

  投資有価証券評価損  18 －  △   18

  関係会社株式売却損  － 23  23

  関係会社株式評価損  － 202  202

  減損損失  236 －  △  236

税引前当期純利益  674 3.3 1,232 5.5 558 83.0

法人税、住民税及び事業税  348 1.7 602 2.7 254

法人税等調整額  △   39 △0.2 △   37 △0.2 2

当期純利益  365 1.8 667 3.0 302 82.6

前期繰越利益  188 397  209

中間配当額  91 117  26

土地再評価差額金取崩額  △    309 －  309

当期未処分利益  153 947  794 520.5
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(3) 利 益 処 分 案 
(単位：百万円) 

前  期 当  期 
期  別 

 科  目 
金      額 金      額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益            153  947 

Ⅱ 任意積立金取崩額               

別途積立金取崩額  400 400 － － 

     合 計   553  947 

Ⅲ 利 益 処 分 額               

 1.  配当金  138  119  

 2.  役員賞与金  18  21  

   (うち監査役賞与金)  (2) 156 (2) 140 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益            397  807 

 （注）平成17年12月５日に１１７百万円（1株につき１２円００銭）の中間配当を実施いたしました。 

 

 

1株当たり配当金の内訳 

前  期 当  期  

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 普 通 株 式 25.00 10.00 15.00 24.00 12.00 12.00

    （内訳）   

 普通配当 

記念配当 

20.00

5.00

10.00

―

10.00

5.00

24.00 

― 

12.00 

― 

12.00

―

（注）前期において１株当たり15円00銭の中間配当を実施しておりますが、前期の１株当たり年間配当金につきましては、平成 

16年11月19日付で１株を1.5株に株式分割いたしましたため、分割後の１株当たり配当金を記載しております。 
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重要会計な事項 

 

 

  

 １．重要な資産の評価基準及び評価方法 

          子会社株式 ‥‥‥‥ 総平均法による原価法 

           その他有価証券 

         時価のあるもの‥‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法 

                    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

         時価のないもの‥‥‥‥総平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 移動平均法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

    (1)有形固定資産 ‥‥‥‥ 工具器具備品は定額法、建物、構築物及び車両運搬具は定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっ

ております。 

    (2)無形固定資産 ‥‥‥‥ 定額法によっております。 

  

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

        外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

 ５．引当金の計上基準 

    (1)貸倒引当金 ‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等については個別に回収の可能性を検討して計上しております。 

    (2)賞与引当金 ‥‥‥‥‥ 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しており

ます。 

    (3)退職給付引当金 ‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当期の末日において発生していると認められる額を計上しております。 

                数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定年数（５年）による按分

額を定額法により翌期から費用処理しております。 

また、執行役員の退職金の支払に備えるため、執行役員の内規に基づく当期の末日におけ

る基準額を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 ‥ 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当期の末日における基準額を計上

しております。 

             

６．リース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理方法によっております。 
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７．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

          繰延ヘッジ会計を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段は、通貨スワップであり、ヘッジ対象は、輸入による外貨建仕入債務及び外貨建予定取引であり

ます。 

   ③ヘッジ方針 

           デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相

場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

           通貨スワップは、外貨建仕入債務及び外貨建予定取引により発生が見込まれる外貨建債務の金額の範囲内の

同一通貨であり、為替変動による相関関係は完全に確保されているので、決算日における有効性評価を省略

しております。 

 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

        消費税等の会計処理 ‥‥ 税抜方式を採用しております。 

 

 

（追加情報） 

厚生年金基金の解散について 

当社の加入する日本情報機器厚生年金基金は平成１８年３月２７日付で厚生労働省より解散認可を受け、同

日をもって解散し、清算手続きを開始いたしました。解散により、代行部分につきましては企業年金連合会（旧

厚生年金基金連合会）へ返上し、残余財産につきましては受給権者および加入者へ全額分配される予定となっ

ております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

 前  期 当  期 

  （百万円） （百万円）

１．有形固定資産の減価償却累計額 

 

 

492 470

２．株式の状況 

   授権株式数 

   発行済株式総数 

３．自己株式の保有数 

18,000,000 株

9,235,800 株

24,400株

 

36,000,000 株

9,922,800 株

25,400株

４．偶発債務 

   子会社の金融機関等からの債務に対する保証 

       ジェイエムイー㈱ 1 0

 

 

５．配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に 

   時価を付したことにより増加した純資産額 

 

301 320
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（損益計算書関係） 

 前  期  当  期 

 （百万円）  （百万円）

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額   

 

 

 

 

 

 

 

給料・手当 

賞与 

賞与引当金繰入額 

法定福利費 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

賃借料 

支払手数料 

減価償却費 

貸倒引当金繰入額 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,205

201

261

217

174

19

439

255

108

－

 1,257

188

283

188

223

19

417

293

91

6

２．固定資産除却損の内訳 
 

 
工具器具備品 

その他 

 

 
2

14

 
7

2

３．固定資産売却損の内訳 
 

 
電話加入権 

工具器具備品 

 
－

－

 
5

0
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①リ ー ス 取 引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

    前  期 当  期 

 

 

 

 

取得価額相当額 

減価償却累計額相当額 

 132 

61 

94

57

  期末残高相当額  71 37

 

(２)未経過リース料期末残高相当額 

（単位：百万円） 

    前  期 当  期 

 

 

 

 

1年内 

1年超 

 34 

38 

22

15

  合 計  72 37

 

(３)支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息相当額 

（単位：百万円） 

    前  期 当  期 

 

 

 

 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

 40 

37 

2 

34

32

1

 

(４)減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

支払利息相当額の算定方法 

        リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 

 

 

 

②有 価 証 券（子会社及び関係会社株式で時価のあるもの） 

 子会社及び関係会社株式で時価のあるものはありません。 
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③税 効 果 会 計 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、 

  該当差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 

（調整） 

 

 

40.0% 

 

 

 

40.0%

 
 
 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

住民税均等割等 

評価性引当額 

その他 

 
 

3.1% 

△ 0.4% 

1.4% 

1.1% 

 0.6% 

 

 

 

0.9%

△ 2.1%

0.8%

6.6%

△ 0.3%

 

 

 

 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  45.8%  45.9%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前  期  当    期 
  

（百万円）  （百万円）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳    

繰延税金資産  

 
退職給付引当金 

賞与引当金 

役員退職慰労引当金 

有価証券評価損 

土地評価損 

その他 

 194 

114 

77 

77 

354 

109 

 

 

 

 

 

 

227

126

72

75

347

189

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

 925 

29 

 

 

1,036

103

繰延税金資産合計 

 

繰延税金負債 

896 

 

 

 

933

 その他有価証券評価差額金 201  213

繰延税金負債合計 201  213

 

繰延税金資産の純額 695  720
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④１株当たり情報 

前     期 当     期 
項目 

( 自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 ) (

自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日 )

１株当たり純資産額 1,284円26銭 1,296円37銭 

１株当たり当期純利益 38円22銭 67円16銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
37円37銭 65円57銭 

   
 

   

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
前     期 当     期  

( 自 平成16年4月 1日至 平成17年3月31日 )(
自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日 )

損益計算書上の当期純利益（百万円） 365  667  

普通株主に帰属しない金額（百万円） 18  22  

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (18) (22) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 347  645  

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,100  9,610  

普通株式増加数（千株） 206  233  

（うち新株予約権（千株）） (206) (233) 

 

 

 

 

 

８. 役 員 の 異 動          
 

 （平成18年6月28日付予定） 

 

 

     （１）新任取締役候補 

社外取締役      田代 守彦    （船井電機株式会社取締役） 

         社外取締役      石坂 文人    （日本カーリット株式会社顧問） 

 

    （２）新任監査役候補 

         社内監査役（常勤）  武智 良泰    （ＣＳＲ推進担当理事） 

 




